
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成18年12月20日
担当理事：松本 有幸
担当部：農村開発部

1．案件名

スリランカ国南部地域の村落生活向上計画（SouthCAP）（PROTECO）

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述：

本プロジェクトは、スリランカ南部の貧困農村地域において、住民の生活向上に資する参加型開発事
業のための住民および地方行政官の能力強化、仕組みづくりを目的として実施するものである。その
方法として、住民の開発計画立案能力強化（※1）、既存住民組織による生活／生産インフラ整備・管
理能力（※2）強化、住民の生産技術力向上を目指して、小規模灌漑インフラ整備、営農技術指導、洗
濯・水浴び場整備、食品加工技術指導などの事業実施を想定している。なお、具体的な内容について
は、住民の開発計画立案能力強化の過程で決定することになる。
※1 住民がワークショップなどにより、自らの問題とその解決方法について話し合い、村落開発計画（CAP：Community
Action Plan）を策定する能力。このような計画立案方法は、1980年代から導入され、貧困地区再開発や、北東部の紛争地域
における復旧・復興等で採用されている。

※2 既存住民組織が政府から工事を請負うシステム（CCS：コミュニティ・コントラクト・システム）を活用し、インフラの
整備・管理を行う能力を指す。住民自身によるインフラ整備を通じて、施設に対する住民のオーナーシップが醸成され、継続
的な運用・維持管理が実現することが期待されている。このCCSは、財務省ガイドライン（1997年改訂）により、すべての
政府機関で実施可能となった。受託に際し、上記CAPを策定することになっている。

（2）協力期間：

2007年1月～2010年12月（4年間）

（3）協力総額（日本側）：

約3.5億円

（4）協力相手先機関：

責任機関（中央レベル）：州評議会・地方政府省

実施機関（州レベル）：南部州評議会

（5）国内協力機関：

日本工営株式会社（PROTECO受託団体）

（6）プロジェクト対象地域：

南部州ハンバントータ県の3郡（ハンバントータ、スリヤウェワ、ルヌガンヴェヘラ）から9カ所（9
行政村）を選定。（選定は、事前評価調査時に先方と合意した基準（※）にもとづき、プロジェクト開
始後行われる。）
※灌漑／天水稲作／天水畑作地帯にグループ分けし、各グループにおいて、社会基盤の整備状況や平均世帯収入などの情報を
もとに、貧困度の厳しい地域・貧困な地域・そうではない地域に分け、前2地域から、実施機関との協議のうえ、選定する。

（7）裨益対象者及び規模

直接裨益対象者
プロジェクト対象3郡内にて選定される各3つの行政村の住民約9000人
政府行政官 約27人
間接裨益対象者
プロジェクト対象3郡内の住民約10万人



3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

スリランカ国は、面積6.6万km2（北海道の約0.8倍）に1,905万人の人口を有し、全人口の80％以
上が農村部人口である。一人当たりGDPは1134ドル（2005年）で、主食の米の他、紅茶、ゴム、コ
コナッツなど輸出換金作物生産を中心とした農業セクターは、全GDPの20％を産し、就労人口の
30％を占めている。

全国の人口分布をみると、その大部分が南西部に集中しており、西部州および南部州は、面積が全国
の14％程度であるのに対し、人口は39％を占めている。また、この地域では、貧困率も高く、国全
体の貧困率（貧困ライン（※）14.9US$／month、2002年）が22.7％であるのに対し、南部州ハン
バントータ県では32.5％に達している。2004年に作成されたスリランカ政府の「経済政策フレーム
ワーク」では、「農村開発と貧困削減を通じた社会経済開発に取り組む」とされており、そのために
は、都市部と農村部などの地域間の格差是正、社会経済活動の活性化、生活水準の向上などを組み合
わせて行うことが必要とされている。

本プロジェクトの対象地域であり、スリランカ国内でも特に生活環境の厳しい地域である南部州ハン
バントータ県（人口42万人、州内人口の18％）では、年間降水量が1000mm未満のため、農村部に
おいては、農業用水はもちろんのこと、生活用水の確保も容易ではなく、伝統的なため池に頼った
り、政府の給水車に依存したりした生活を送っている。また、貧困農家には多くの余剰労働力が存在
しているが、他の就業機会が限られており（全国平均失業率7.6％に対し、20％を超えている）、限
られた土地で農業に従事することを余儀なくされている。

スリランカ政府は、地域の状況を踏まえた行政サービスを住民に提供するため、1987年憲法改正を
行い、中央から州へ行政の権限を移した。また、行政サービスのうちの村レベルのインフラ整備につ
いては、住民のニーズをより的確に踏まえたものとし、かつ、整備されたインフラに対する住民の
オーナーシップの醸成を目的として、その企画・実施・管理を既存住民組織が受託するコミュニ
ティ・コントラクト・システム（CCS）という方式を導入した。この制度は、同国北東部において内
戦からの復旧・復興支援などで活用されているが、開発から取り残されてきた南部州ではほとんど活
用されていない。その促進のためには、制度活用の下地となる住民組織および彼らをファシリテート
する行政官の能力強化が不可欠な状況となっている。
※スリランカにおける貧困ライン（Department of Census and Statistics, Sri Lanka, June, 2004）
人間の生存に必要な2030キロカロリー／人／日を確保するために必要な支出を確保できる最低限の収入として算出。

（2）相手国政府国家政策上の位置付け

スリランカ政府は、貧困削減が国家政策の基礎であるとして2002年に貧困削減戦略書（PRSP）を策
定している。また、その実現のための戦略として、「貧困層に配慮した経済成長」、「社会保障シス
テムの強化」、「貧困層のエンパワーメントと統治能力の強化」を打ち出している。さらに、2004
年に策定された「経済政策フレームワーク」においては、貧困層に配慮した経済成長を最優先課題と
しており、特に農村開発と貧困削減、地域間の所得格差是正、地域内での社会経済活動の多様化の3
点を重要留意点としている。加えて、現政権の国家政策「マヒンダ・チンタナ」においては、紛争影
響地域である北・東部の復興支援と同時に、開発の遅れている南部に対しても各種支援を進め、国家
全体としてバランスの取れた開発を行う方針を明確にしている。

（3）他の援助機関との関係

住民の参加によるニーズを踏まえたCAPの策定と、CAPで提案された事業を住民自らが実施すること
によるオーナーシップの醸成等の意識や能力の向上は、事業の実施を通して更に促進されることか
ら、本プロジェクトの対象地域である南部州で、「村落給水・衛生プロジェクト」を実施している
ADBや女性グループへの小規模融資の活動を行っているWoman's Development Federation、住民組
織の強化による村落開発活動を行っているWorld Vision等のNGOに対し、調整委員会の場でCAPの事
業の採択実施を積極的に働きかける。また、同州でJBICが計画している「地方開発セクターローン」
でもCAPの事業が採択されるようJBICと連携し、スリランカ政府に働きかける。更に、本プロジェク



トで強化するCAPを中心とする農村インフラ整備の仕組みが、同州の他郡で農村インフラ整備を主と
した経済開発プログラムを実施している世銀によって活用されるよう、本プロジェクトの経験・情報
を積極的に提供していく。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け

これまでわが国は、スリランカ国が、日本国との伝統的友好関係にあること、1948年の独立以来民
主的な政権運営を行ってきていること、経済改革のための自助努力を行ってきていることなどから、
積極的に援助を行ってきており、対スリランカ援助全体に占めるわが国の割合も、約50％前後で推移
している。南部州を含む南部地域においては、1997年2月に開発調査「南部地域総合開発計画調査」
を実施し、運輸・教育・保健・資源管理・農業・中小企業振興などを含む総合開発計画を策定してい
る。その中で、農村開発については、内陸部へのアクセス改善、効率的な水管理、持続可能な農業、
効果的な加工などがその基本戦略として上げられている。しかしながら、2002年の反政府組織との
停戦合意後は、同国北東部へ支援の重点が置かれてきた。

その後、2004年4月に策定された国別援助計画では、1）平和の定着・復興支援と、2）長期開発ビ
ジョンという2本の柱で援助を展開するとし、後者では貧困対策を援助の重点とし、開発が従来から
あまり行われてこなかった南部地域への支援も配慮されなければならないとした。本件は、南部地域
における貧困削減を目指した協力を実施するものであるが、1997年2月の策定した上記計画を踏まえ
た協力をおこなうものである。

なお、2005年10月に改訂されたJICA国別事業実施計画では、農漁村における貧困が課題であるとし
ており、特に協力上の留意点として、中・西・南部での経済発展支援、地域間のバランスや被災民
（紛争・津波）と非被災民とのバランスをとることをあげている。なお、本案件は農漁村・地方開発
プログラムに位置づけられている。

4．協力の枠組み

本プロジェクトは、スリランカ南部の貧困農村地域において、参加型開発事業の計画立案・実施を通
じた住民の生活向上の促進とともに、同様の事業を継続および他地域へ拡大するための住民および行
政官の能力向上、仕組みつくりを目的として実施するものである。

実施の方法としては、参加型開発に必要な能力向上のため、住民および行政官に対する研修を行い、
研修後、住民自身による集会を通じCAPを作成する。また、作成したCAPを開発関係者（政府、ド
ナー、NGO）からなる調整委員会の場で検討し、CAPにふくまれる各事業を行う政府、JICAを含む各
ドナー・NGO等の実施支援機関を決定する仕組みを機能させる。さらに、JICAが担当することに決定
したインフラ整備・生活環境改善等の事業などを通じ、住民に対する技術指導・研修を行う。

なお、住民によるCAP策定の際には、JICAの協力の枠内で実施可能な事業を念頭に、具体的な計画の
形成支援を行う。特に、水が希少資源であるといった現地の状況に鑑み、生産活動に貢献するもの
（節水灌漑施設整備、節水営農技術指導、他）と生活改善に貢献するもの（洗濯場・水浴び場の整
備、他）の2つの面から形成することとする。また、女性グループなどを対象とした収入向上活動の
運営能力の向上を、NGOの協力を得ながら実施することも念頭に置く。

〔本プロジェクトの主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

目標：

対象地域において、住民の生計向上および生活改善のために、CCS（コミュニティ・コントラクト・
システム）の有効活用を中心とした参加型村落開発のための体制、仕組みが整備される。

指標：

選定された各行政村において、CAPが形成される。



CCSにより住民の生活インフラが整備される。
CAPで示された技術指導が実施される。
住民の収入手段が改善／多様化する。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

目標：

プロジェクトで整備された参加型村落開発の取り組みがハンバントータ県内外、南部州において普及
することを通じて、住民の生計向上および生活改善が図られる。

指標：

州内の○○％の行政村においてCAPが形成される。
CAPを策定した行政村の○○％で生活インフラが整備される。
CAPを策定した行政村において住民の収入が増加する。

（2）成果（アウトプット）と活動

（各指標値は、プロジェクト開始後、カウンターパートとの調査を経て決定する。）

成果1：

選定された行政村でCAPが策定され、具体的な事業が抽出される。

活動

1‐1：住民および地方行政官が、CAP策定の考え方／技術の研修を受ける。

1‐2：選定された行政村において、地方行政官の支援のもと、住民集会が開催され、CAPが策定され
る。

1‐3：CAPに基づき具体的な事業（案）が形成される。

（指標・目標値）

研修の回数／受講者数
住民集会の回数／出席者数
完成されたCAP
CCSのための事業プロポーザルの数

成果2：

CAPを事業化するための調整委員会が機能する。

活動

2‐1：調整委員会の機能を明確にする。

2‐2：調整委員会の存在・機能を住民に周知させる。

2‐3：調整委員会を開催する。

2‐4：CAPを調整委員会の場で説明し、プロジェクトで実施する事業が特定される。

2‐5：地方行政府での予算措置候補事業が示される。

（指標・目標値）

調整委員会の開催数
特定された事業の数
調整委員会で関心を示された事業案の数



成果3：

CAPの事業を通じ、既存住民組織によるインフラ整備能力が向上する。

活動

3‐1：既存住民組織がインフラ工事・管理の研修／訓練を受ける。

3‐2：既存住民組織がインフラ工事を実践する。

（指標・目標値）

訓練の開催数、受講者数
作成された工事計画数
整備されたインフラ数

成果4：

CAPの事業を通じ、住民の生産活動／生活環境改善技術が向上する。

活動

4‐1：必要に応じNGOと協力し、住民に対し、教育・啓蒙（栄養改善・蚊帳の使用・共同炊事・その
他）のためのワークショップ等を行う。

4‐2：住民に対し、生産・生活環境改善技術（節水灌漑・食品加工・家計管理・共同貯金・その他）
にかかる指導を行う。

（指標・目標値）

研修の回数、人数
研修後に技術を導入した住民数

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額 約3.5億円）

a. 専門家派遣（約2億円）
長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整／普及活動、村落開発、農業・農村基盤整備等
短期専門家：必要に応じ年間2～3名

b. 供与機材（約2,500万円）：
車輌、OA機器、農業実習用資機材、教材作成用資機材等

c. 研修員受入（約2,500万円）：年間3～4名
d. 現地活動費（約1億円）：

ワークショップ・研修経費、現地コンサルタント傭上費、工事費等

2）スリランカ国側

a. カウンターパートの配置
b. 土地・建物・施設の提供（ハンバントータ県内にプロジェクト執務スペースを設置）
c. プロジェクト活動に係る運営費

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

1）前提条件

スリランカ国の行政機構に大幅な変更が生じない。

2）目標達成のための外部条件

既存の村落開発制度が変更されない。



3）成果達成のための外部条件

住民間に紛争が発生しない。

5．評価5項目による評価結果

（1）妥当性

本案件は以下の点から妥当性が高いと判断できる。

スリランカ政府が中・長期的課題として取り組み、かつ、我が国の「対スリランカ国別援助計
画」の重点項目でもある「貧困の削減」に貢献する事業である。
我が国の「対スリランカ国別援助計画」の重点項目である地域間のバランスの取れた発展に寄与
するとともに、JICA国別事業実施計画に示される「農漁村・地方開発プログラム」の内容に合致
している事業である。
スリランカ国が推進している参加型による村落生活向上のための手法である住民主導による開発
計画策定と実施のアプローチを活用している。

（2）有効性

以下の点より本案件の有効性が見込める。

本案件は、住民が直接、開発事業の計画と実施に携わることで、既存の村落開発制度の活用に必
要な能力向上が図られる。
本案件は、住民による開発立案・実施を支援する地方行政官の能力も向上される。

（3）効率性

本案件は以下の点から効率性が高いと見込める。

既存組織（住民組織や地方行政組織）を活用することにより、プロジェクト開始時点から、調整
コストを低く抑えることができる。
対象地域で活動中の既存NGOが、本件との協働について賛意を示しており、JICA側投入を最低
限に抑えることが可能となる。
スリランカ国内で実施中の2件の技術協力プロジェクト「コミュニティ・アプローチによるマ
ナー県復旧・復興計画」「トリンコマリー県住民参加型農業農村復興開発計画」と開発手法が類
似しており、それらプロジェクトで得られた教訓を活用できることで、より効率的な事業が行わ
れる。

（4）インパクト

本案件のインパクトは以下のように予測できる。

既存村落開発制度の活性化を狙った取り組みは、他地域においての応用・適用可能性が高く、広
域への拡大が期待できる。
本案件を通じて導入される実践的な生活改善技術と営農技術が近隣地域に波及し、同地域の生活
水準の向上に貢献する。

（5）自立発展性

本案件は以下の点から自立発展性が見込まれる。

本案件では、住民が主体的に作成したCAPの内容が事業化されることにより、その後も住民が自
信を持って支援機関に働きかけることができるようになり、協力期間終了後も住民自身による自
立発展性が見込まれる。
住民自らインフラ整備に携わることで、施設に対するオーナーシップが芽生え、施設の有効活用
の点から自立発展性が見込まれる。
各CAPを検討し事業化する調整委員会を機能させることにより、先方行政機関・ADB・世銀をは
じめとするドナー・NGOが住民のニーズにもとづく村落開発を行う仕組みが南部州で機能し、同



州の機能的な村落開発が促進される。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

（1）貧困

本件は、南部州の中でも貧困層の多い地域で住民の開発活動を支援するものである。協力実施に際し
ては、対象地域の貧困を削減するため、貧困農民を裨益者の中心に置きつつ、既存住民組織を活用
し、貧困住民個人への直接支援ではなく、個人を支えるための地域住民を支援していくことで、より
多くの貧困住民へ裨益するよう配慮することとする。

（2）ジェンダー

本件対象地域では、女性を対象に融資を中心とした活動しているNGO（WDF）が存在している。本件
でも、WFDの活動を参考にするとともに、WDFの先行事業に混乱をきたす活動は避け、双方のシナ
ジーを図ることを心がけることとする。

（3）環境

住民居住地には野生の象が出没することもあり、住民は電柵設置などにより被害を防いでいるが、夜
間の遭遇による被害も報告されている。政府は近隣の国立公園への像の囲いこみを行っているが、野
生生物とうまく共存することも考慮にいれる必要がある。

（4）人間の安全保障

以下の点で、人間の安全保障の視点に合致した協力が行われる。

住民による問題解決能力と行政による支援能力を高める取り組みを行うことで、天候その他の不
測の事態に直面しても、地域社会として、生活資源の欠乏に陥ることを回避することを可能なら
しめる活動である。
住民を援助資源の受領者としてとらえるのではなく、開発の主要アクターとしてとらえること
で、彼らのエンパワーメントをはかる活動である。
人々のかかる問題を中心にすえ、それに対する解決手段を多方面から確保する仕組みを整えるた
めの活動である。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

（1）インドネシア国スラウェシ貧困対策支援村落開発計画（1995～2001年）からの教訓

上記プロジェクトにおいては、相手国関係者の意欲やイニシアティブを高めるため、村落住民の組織
強化に当たり、現地NGOを積極的に活用することにより、関係者の活動に対する支持や継続的な志気
向上に繋がった。

また、インドネシア国政府の地方分権化の流れに沿って、当初より県レベルの地方行政を巻き込み、
行政と村落コミュニティーの協働による活動を行うことで、プロジェクト終了後5年以上経過した現
在も、プロジェクトの成果が現地に定着し、独自に発展している。

その教訓を活かし、本案件においても、州・県・郡レベルの地方政府及び現地NGOを積極的に活用
し、住民自身が主体的に作成する行動計画に基づく事業実施により、開発の担い手である住民組織の
積極的かつ継続的な参加を促し、プロジェクト成果の持続発展性を確保することを目指す。

（2）スリランカ国コミュニティーアプローチによるマナー県復旧・復興計画（2004年～2008年）
からの教訓

上記プロジェクトにおいては、CAPを作成するにあたり、住民並びに行政官が現実的な事業実施の可
能性を十分想定しないまま議論をおこなったため、最終的に事業につながる現実的なCAPの作成に、
必要以上の労力を要した。本件については、まず、行政官と住民に対する研修を通じ、直面する問題
解決に対する現実的な対応の範囲やその実現のためにどの機関・組織がどのようなことを実施してい
るのかを十分把握した上で、CAP作成が行われるようにすることを目指す。



8．今後の評価計画

中間評価：プロジェクト開始後2年経過時点
終了時評価：プロジェクト終了の半年前
事後評価：プロジェクト終了の3年後を目途に実施予定


